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今回のテーマ︓増値税税率の調整と増値税⼩規模納税⼈基準の統⼀ 
3 月 28 日の国務院常務会議において、5 月 1 日より増値税率の引き下げが決定した。4 月 4
日、財政部、税務総局が正式に「増値税税率の調整に関する通知（財税[2018]32 号）」、
「増値税小規模納税人基準の統一に関する通知（財税[2018]33 号）」を発表した。  
 
主な内容 
一、増値税税率の調整︓ 
製造業などの業種の税率を現⾏の 17％から 16％に引き下げ、交通運輸、建築、基礎通信サ
ービスなどの業種の税率を11％から10％に引き下げる。調整の内容の対照表は下記の通りであ
る。 

改革の内容 変更後 変更前 
 貨物の販売や輸入（一部の物品を除

く）、加工補修役務、有形動産リース 16% 17% 

 一部の物品販売と輸入、交通運輸、郵
便、基礎電信、建築、不動産リース、不動
産販売、土地使用権譲渡、 

10% 11% 

仕入農製品（生産販売または委託加工
に使用されるものを除く） 控除率︓10% 控除率︓11% 

生産販売または委託加工に使用される仕
入農製品 控除率︓12% 控除率︓13% 

課税率・還付率共に 17％の商品 還付率︓16% 還付率︓17% 
課税率・還付率共に 11％の商品 還付率︓10% 還付率︓11% 
 
⼆、増値税小規模納税人基準の統一︓小規模納税者（工業企業、商業企業）として認定
される売上額基準は 50 万元及び 80 万元であったが、これらを 500 万元に引き上げるほか、既
に一般納税者として登記している企業が小規模納税者として登記することを一定期間内に限り
認めるとした。調整の内容の対照表は下記の通りである。 

改革の内容 変更後 変更前 

小規模納税人
基準 

年間課税売上⾼ 
500 万元以下 

製造業︓年間 50 万元以下 
役務︓年間 500 万元以下 

その他（商業等）︓年間 80 万元
以下 

小規模納税人
への 

転換登録 

既に増値税一般納税人として登録
された企業は、2018 年 12 月 31
日までは、小規模納税人に転じて登
録することができ、未控除の仕入税

額については振替処理とする。 

増値税一般納税人として登録された
企業は、小規模納税人に転じて登
録することができない 



お⾒逃しなく 
 
 新税率の適用開始時期に関して、32 号文は明確に言及していない。 ただし、一般原則に

よると、増値税納税義務の発生時点が 5 月 1 日以降である課税対象となる販売⾏為には、
新税率が適用される。 したがって、関連する納税者は、コンプライアンスリスクを避けるために、
増値税納税義務の発生時点と適用税率についての正確な判断を⾏う必要がある。 
 

 販売において、税込価格が変更されない場合、販売者がより低い税率を適用するために 
5 月 1 日以降に増値税納税義務が発生するように取引を延期する傾向がある。 

 
 会社は速やかに内部システム設定を調整し、5 月 1 日以降に財務システムにおける関連す

る税率と輸出税還付率が更新されるようにする必要がある。 
 

 現在課税率・還付率共に 17％の商品⼜は課税率・還付率共に 1１％の商品について、
過渡期の影響を考慮する必要がある。 例えば、生産企業では、より⾼い輸出税還付率を
適用するために、2018 年 7 月 31 日までに関連商品の通関⼿続きを可能な限り完了させ
る必要がある。 

 
 小規模納税者としての登録条件を満たす会社は、33 号文に示されるオプションを十分に活

用する必要がある。登録のメリットとデメリットを包括的に評価し、一般納税者の地位を維持
するか小規模として登録するかを検討する必要がある。 
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